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1. はじめに

我が国では、主要幹線道路に近接して市街が形成さ
れることが多く、道路に近接した住宅地では道路交通
騒音が大きな問題となっている。従って、その根本的
な解決のために道路構造対策、交通流対策、沿道対策
などの総合的な施策が重要となっている。

沿道の道路交通騒音対策については、これまで道路
に近接した建物を騒音に対する緩衝建物として利用し、
その背後に静穏な住空間を創出しようという考え方は
あるが、このような “騒音に強い街並み”の設計手法は
これまでほとんど検討されていない。

現在、沿道における道路交通騒音を予測する手法は
種々提案されているが、具体的な騒音対策を行うため
の指標は明示されていない。例えば、道路端の騒音レ
ベルが把握でき、その道路に面する地域の環境基準 1)

を満足させるために必要な騒音減衰量が推計できたと
きに、緩衝建物としてどの程度の大きさの建物をどの
ように配置すれば必要な騒音減衰量が得られるかを直
接的に表した資料は存在しない。そこで本研究では，道
路に近接する建物を緩衝建物と考えた場合に、その背
後地における騒音減衰量と緩衝建物の大きさや位置な
どの関係を把握し、“騒音に強い街並み”の設計に利用
できる資料を提示することを目的とする。

沿道の建物群による道路交通騒音減衰量を求める方
法としては、ASJ RTN-Model 1998 2) の中に示された
「建物群背後における評価区間の平均的な LAeq の計算

方法」3)(以降、“ASJ Model”と呼ぶ)がある。また藤
本ら 4)5)6) も、戸建て住宅群による道路交通騒音の減
衰量を簡便に予測する方法 (以降，“F-2002”と呼ぶ)を
提案している。

本論文では、“騒音に強い街並み”の設計に利用でき
る資料を提示するために、沿道に 1列の道路近接建物
列がある場合を想定した背後地における騒音減衰量を、
これら 2つの予測法によりシミュレーションし、緩衝
建物の間隙率および奥行きと騒音減衰量の関係につい
て検討し、その結果から “騒音に強い街並み”の設計の
ための基礎資料を提示する。

2. 騒音減衰量のシミュレーション

2.1 近接建物列モデルと騒音予測区間

片道 1車線の道路から 5mの地点に，図-1に示すよ
うな 15m×15mの敷地の中に一般的な戸建て住宅程度
の大きさの建物が配置されているような状況が道路と
平行に無限に続いていると想定したときの、敷地の背
後 5m, 10m, 15m, 20m, 25m, 30m, 35mにおける騒音
減衰量をシミュレーションにより求めた。なお、建物
高さは 7m、受音点高さは 1.2m、音源の高さは 0.5mで
一定とした。

騒音減衰量の計算は、ASJ Modelと F-2002を用い
た。ASJ Modelで求められる騒音減衰量は、道路から等
しい距離の区間平均値であるが、F-2002では特定点ご
との騒音減衰量が求められるので、道路に平行に 0.1m

ごとの騒音減衰量を求めた。

なお、シミュレーションでは、F-2002の性質を考慮
して、近接建物を配置する区間は騒音予測点区間の左
右に 6区間とした。

2.2 道路近接建物列を形成する建物の大きさと位置

ASJ Modelに示されている建物群背後における評価
区間の平均的なLAeq の計算方法によれば、道路近接建

物列背後の建物による騒音減衰量∆Lbuilds. は、道路近
接建物列の間隙率 α(= (

P
gi)/l)と道路近接建物列の

奥行 w1 (図-2参照)によって決まるとされている。こ
れに基づいて、建物の大きさと配置を次のように設定
した。

まず、15m×15m の敷地に図-3 に示すような
12m×12m の “建物配置エリア” を設定し、ここに 1
戸の建物をランダムに配置するようにした。そして、
建物の幅Wh が平均 15(1− α)m，分散 1mの正規分布
に、また建物の奥行きDh が平均 w1、分散 1mの正規
分布に従うと想定し、乱数により個々の建物の大きさ
と位置を決定した。ただし、想定した大きさから極端
に外れた建物にならないように、建物の幅や奥行きが
平均から標準偏差の 2倍以上の差になった場合や配置
可能な大きさを越えた場合は除外した。

2.3 シミュレーションの条件

αが 0.25、0.30、0.35、0.40、0.45、0.50、0.55、w1
が 6m、7m、8m、9m、10m、11m、12mの場合の建物
による騒音減衰量をシミュレーションにより求めた。

騒音減衰量の確率分布の収束の様子を図-4に示す。
ここで、

pP
∆f2i は，(i− 1)番目と i番目の試行結果

の騒音減衰量の確率分布を求め、その差の 2乗和の平
方根を求めたものである。α, w1 のいずれの条件の場
合も概ね同様の収束状況であった。図から、安定した
確率分布が得られると思われる 3,000回の試行を行い、
騒音減衰量∆LAE の確率分布を求めた。

また、ASJ Modelによる騒音減衰量 ∆Lbuilds. の計
算には、シミュレーションで配置された道路近接建物
列 (3,000個)それぞれの α、w1 の平均値を用いた。

図-1 道路近接建物列と騒音予測点
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図-2 ASJ Model における道路近接建物列と間隙率

図-3 建物の大きさと位置

3. 結果と考察

ASJ Modelで求めた騒音減衰量 ∆Lbuilds. と緩衝建
物の間隙率 αおよび奥行w1 との関係の一例 (道路から
の距離 d=25mの場合)を図-5に示す。この図から、必
要な騒音減衰量を得るために設置すべき緩衝建物の間
隙率と奥行が読み取れ、それらから設置すべき緩衝建
物の大きさの目安を得ることができる。

次に、F-2002による騒音減衰量 ∆LAE の平均 µと
標準偏差 σを、ASJ Modelによる結果と比較して図-6
に示す。これまでの研究 7) でも見たように、道路から
の距離が離れるとF-2002の方がやや小さな騒音減衰量
となる (減衰しない)傾向が認められるが、両者の差は
±3dB以内に収まっており、まずまずの対応といえる。
しかし、αが小さくw1 が大きくなる (建物が密になる)
ほど、また dが小さい (道路に近い)ほど、F-2002に
よる騒音減衰量は標準偏差が大きくなる (道路から同
じ距離でも騒音減衰量のばらつきが大きくなる)。ASJ
Modelは区間平均値しか与えないため、このようにば
らつきが大きい場合には，ASJ Modelは実際の騒音状
況に対応した適正な環境評価ができない可能性がある
と思われる。

F-2002による騒音減衰量∆LAEのばらつきを詳細に
把握するために、騒音減衰量を確率分布として捉えて
みた。結果を図-7に例示する。αが小さく w1 が大き
くなる (建物が密になる)ほど、また dが小さい (道路

図-4 騒音減衰量の確率分布の収束

図-5 ASJ Model による騒音減衰量

に近い)ほど、騒音減衰量 ∆LAE の確率分布の幅が大
きくなる様子が分かる。

α、w1、d の組み合わせによって、騒音減衰量の確
率分布が 2峰性の分布となる場合 (例えば，α = 0.3，
w1=11m、d=25m)があることが分かる。この場合に
ついて、見通し角 φが 0の時と 0でない時に分けて確
率分布を求め図-8に示す。この結果、φが 0の時と 0
でない時それぞれが一つの山をもった分布になってい
ることが分かる。これは、予測点によって道路を見通
せる、見通せないといった騒音状況の大きな違いがあ
るからと考えられ、このような場合に騒音減衰量を平
均値で捉えるのは、不都合な判断をしてしまう可能性
があると考えられる。

騒音減衰量の確率分布が凸状の分布となる場合には
騒音減衰量を平均値で捉えても環境基準の達成状況の
判断に大きな影響はないであろうが、この場合でも、
分布の幅が大きな場合には実際の環境基準達成状況を
正しく判断できない可能性があると思われる。例えば，
α = 0.3，w1=7m，d=25mの場合，ASJ Modelによる
計算値 (実線)は評価区間の平均値 (ただ 1つの値)を
与え、その値だけから、その地域が環境基準を達成し
ているかいないかの判断をすることになるが、F-2002
を用いて騒音減衰量を確率分布として表現しておけば、
環境基準を達成する “地域の割合”を捉えることが可能
である。
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図-6 F-2002 と ASJ Modelとの比較

図-8 確率分布の 2峰性

4. まとめ
沿道に 1列の道路近接建物列がある場合の背後地に

おける騒音減衰量を、ASJ Modelと F-2002によりシ
ミュレーションし、騒音減衰量と緩衝建物の間隙率お
よび奥行の関係について検討した。その結果から、背
後地において必要な騒音減衰量を得るために設置すべ
き緩衝建物の大きさの目安を得るための図を提示した。
ただし、ASJ Modelによる騒音減衰量は評価区間の平
均値であるため、道路からの距離ごとに環境基準を達
成しているか達成していないかの判断しか下せない。
一方、F-2002は、特定点での騒音減衰量の予測が可能
であるので、背後地における騒音減衰量を確率分布と
して把えることで、環境基準の達成率に応じて必要な
緩衝建物の大きさと位置の目安を得ることができる。

今後は、F-2002による騒音減衰量の確率分布を数式
表現することで、必要とする騒音減衰量を得るために
設置すべき緩衝建物の条件を容易に求められるように
し、“騒音に強い街並み”の設計資料として提供したい。
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図-7 F-2002 による騒音減衰量の確率分布
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